
当事業年度の附属明細書は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成24年３月30日最終改訂 文部科学省 日本公認会計士協会）の様式に基づき作成してお
ります。

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 19¶797¶640¶844 725¶193¶425 167¶274¶594 20¶355¶559¶675 8¶348¶652¶981 748¶190¶428 ` ` ` 12¶006¶906¶694

構 築 物 882¶384¶244 9¶988¶220 ` 892¶372¶464 701¶781¶927 22¶097¶768 ` ` ` 190¶590¶537

工具器具備品 690¶538¶960 3¶820¶500 16¶092¶275 678¶267¶185 532¶814¶322 58¶364¶876 ` ` ` 145¶452¶863

船 舶 1¶500¶000 ` ` 1¶500¶000 1¶499¶994 ` ` ` ` 6

計 21¶372¶064¶048 739¶002¶145 183¶366¶869 21¶927¶699¶324 9¶584¶749¶224 828¶653¶072 ` ` ` 12¶342¶950¶100

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 8¶617¶609¶686 720¶312¶354 2¶817¶780 9¶335¶104¶260 3¶752¶204¶810 448¶939¶479 ` ` ` 5¶582¶899¶450

構 築 物 137¶635¶500 37¶954¶968 913¶500 174¶676¶968 44¶813¶538 11¶971¶616 ` ` ` 129¶863¶430

工具器具備品 16¶764¶572¶772 1¶258¶590¶863 519¶002¶495 17¶504¶161¶140 11¶023¶840¶261 2¶249¶822¶570 ` ` ` 6¶480¶320¶879

図 書 2¶497¶760¶053 44¶341¶513 8¶251¶872 2¶533¶849¶694 ` ` ` ` ` 2¶533¶849¶694

船 舶 1¶932¶325 ` ` 1¶932¶325 1¶932¶322 ` ` ` ` 3

車 両 運 搬 具 50¶130¶564 ` ` 50¶130¶564 37¶478¶490 4¶376¶223 ` ` ` 12¶652¶074

医療用放射性同
位元素

3¶075¶695 ` ` 3¶075¶695 1¶544¶940 171¶660 ` ` ` 1¶530¶755

計 28¶072¶716¶595 2¶061¶199¶698 530¶985¶647 29¶602¶930¶646 14¶861¶814¶361 2¶715¶281¶548 ` ` ` 14¶741¶116¶285

非 償 却 資 産 土 地 42¶278¶021¶824 ` ` 42¶278¶021¶824 ` ` ` ` ` 42¶278¶021¶824

美術品・収蔵品 49¶461¶800 ` ` 49¶461¶800 ` ` ` ` ` 49¶461¶800

建 設 仮 勘 定 273¶435¶750 3¶906¶208¶068 1¶441¶090¶350 2¶738¶553¶468 ` ` ` ` ` 2¶738¶553¶468

計 42¶600¶919¶374 3¶906¶208¶068 1¶441¶090¶350 45¶066¶037¶092 ` ` ` ` ` 45¶066¶037¶092
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_国立大学財務・経営センター債務負担金及び`長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算出しています。

×．賃貸等不動産関係
当法人は、福井県内において、賃貸等不動産を保有していますが、賃貸等不動産の総額に重要性
が乏しいため、注記を省略しています。

Ø．資産除去債務に関する事項
\ 資産除去債務の概要及び金額の算定方法
{アスベスト
アスベストは、石綿使用建築物の除去義務等です。
使用見込期間を適用初年度である平成22事業年度から８年と見積り、割引率は1•040％を使

用して、資産除去債務の金額を計算しています。

|原状回復
原状回復は、土地の賃貸借契約に伴う原状回復義務等です。
使用見込期間を適用初年度である平成22事業年度から３年又は12年と見積り、割引率は

0•258％又は1•557％を使用して、資産除去債務の金額を計算しています。
] 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 26¶425¶146円
有形固定資産の取得に伴う増加額 0円
時の経過による調整額 223¶267円
資産除去債務の履行に伴う減少額 0円
期末残高 26¶648¶413円

Ù．重要な後発事象
重要な後発事象は発生していません。
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